
【
歳
入
】

　

歳
入
減
少
の
主
な
要
因
と
し
ま
し

て
は
、
毎
年
度
大
規
模
に
発
生
し
て

い
る
農
業
施
設
災
害
等
に
つ
い
て
、

昨
年
度
よ
り
被
害
が
減
少
し
た
こ
と

に
よ
り
、
そ
の
財
源
と
な
る
県
支
出

金
が
９
億
９
，
６
９
６
万
５
千
円
減

少
し
、
そ
れ
に
伴
い
受
益
者
負
担
金

も
２
，
３
２
８
万
６
千
円
減
少
と
な

り
ま
し
た
。

■人件費
　2,025,715千円（13.4％）

■扶助費
　1,664,851千円
　（11.1％）

■公債費
　901,239千円
　（6.0％）

■公債費
　901,239千円
　（6.0％）

■物件費
　2,349,255千円
　（15.6％）

■物件費
　2,349,255千円
　（15.6％）

■維持補修費
　80,059千円（0.5％）

■補助費等
　2,000,731千円
　（13.3％）

■補助費等
　2,000,731千円
　（13.3％）

■投資・出資金・貸付金
　1,080千円（0.0％）

■繰出金
　1,109,766千円
　（7.4％）

■積立金
　466,804千円（3.1％）

■投資的経費 4,464,565千円（29.6％）
　　普通建設事業 2,984,996千円（19.8％）
　　災害復旧事業 1,479,569千円（9.8％）

義務的経費
4,591,805千円
（30.5％）

■議会費 88,177千円（0.6％）

千円
％

■総務費
　2,257,134千円
　（15.0％）

■民生費
　3,159,728千円
　（21.0％）

■民生費
　3,159,728千円
　（21.0％）

■衛生費
　1,241,457千円
　（8.2％）

■衛生費
　1,241,457千円
　（8.2％）

■農林水産業費
　1,132,837千円
　（7.5％）

■商工費
　1,020,441千円（6.8％）

■土木費
　1,510,441千円
　（10.0％）

■土木費
　1,510,441千円
　（10.0％）

■教育費
　1,462,335千円
　（9.7％）

千円
％

■災害復旧費
　1,451,534千円
　（9.6％）

■公債費
　901,239千円
　（6.0％）

■諸支出金 466,803千円（3.1％）

■消防費
　371,939千円
　（2.5％）

臨
時
特
別
給
付
金
給
付
事
業
等
の
減

額
に
よ
り
１
億
６
，
２
７
２
万
９
千
円

の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

災
害
復
旧
事
業
費
は
、前
述
【
歳
入
】

で
も
記
載
し
ま
し
た
と
お
り
農
業
施

設
等
の
被
害
減
少
を
受
け
11
億
１
，
４

６
８
万
２
千
円
の
減
少
と
な
り
ま
し

た
。

　

ま
た
、
積
立
金
で
は
学
校
教
育
施
設

整
備
を
目
的
と
し
た
基
金
を
積
み
増

し
た
こ
と
に
よ
り
３
億
２
２
１
万
４

千
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
分
析
指
標
（
普
通
会
計
）

○
普
通
会
計
と
は
「
決
算
統
計
」
に
お
け

る
会
計
区
分
で
、
本
町
は
一
般
会
計
の

み
と
な
り
ま
す
。

　

本
町
に
お
け
る
財
政
分
析
指
標
は

表
の
と
お
り
で
す
。
こ
の
う
ち
財
政

の
弾
力
性
を
示
す
「
経
常
収
支
比
率
」

は
８
２
．
５
％
と
前
年
度
よ
り
２
．

７
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
ま
し
た
（
前
年

度
７
９
．
８
％
）。
こ
の
指
標
は
、
数

値
が
高
い
ほ
ど
財
政
が
硬
直
化
し
て

い
る
こ
と
を
表
し
、
経
常
的
な
収
入

が
減
少
し
、
義
務
的
な
支
出
が
増
加

し
た
り
す
る
と
上
昇
し
ま
す
。

　

令
和
４
年
度
に
お
い
て
は
、
経
常

的
な
一
般
財
源
が
前
年
度
に
比
べ
て

２
億
５
，
３
９
３
万
５
千
円
減
少
し

ま
し
た
。
地
方
交
付
税
の
減
額
が
主

な
要
因
で
す
。
一
方
、
義
務
的
な
経

費
も
４
３
１
万
６
千
円
減
少
し
ま
し

た
。
物
件
費
、
維
持
補
修
費
、
補
助

費
等
は
増
加
し
ま
し
た
が
、
人
件
費
、

扶
助
費
、
公
債
費
が
減
少
し
た
こ
と

に
よ
る
も
の
で
す
。

健
全
化
判
断
比
率
と

　
　
　
　
　

資
金
不
足
比
率

　

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比

率
は
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
る
も
の

で
、
表
の
と
お
り
で
す
。
こ
れ
は
収

支
に
お
い
て
、
解
消
が
困
難
な
大
幅

な
赤
字
と
な
っ
て
い
な
い
か
、
町
の

財
政
規
模
に
比
べ
て
過
大
な
町
債
を

抱
え
て
い
な
い
か
な
ど
を
見
る
も
の

で
す
。
本
町
は
い
ず
れ
の
指
標
も
基

準
値
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
指
標
が
基
準
値
を
超
え
る
場

合
は
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
が
必

要
に
な
っ
た
り
、
町
債
の
借
入
れ
に

つ
い
て
制
限
を
受
け
る
な
ど
、
自
主

的
な
財
政
運
営
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

■町税 1,313,154千円（8.0％）
　　町民税 433,470千円
　　固定資産税 715,207千円
　　軽自動車税 75,187千円
　　町たばこ税 87,389千円
　　入湯税 1,901千円

■その他 666,548千円（4.1％）
　　分担金・負担金 69,187千円
　　使用料・手数料 100,590千円
　　財産収入 42,903千円
　　寄附金 232,451千円
　　諸収入 221,417千円

■繰越金
　839,985千円（5.1％）

■各種譲与税等
　693,456千円（4.2％）

■県支出金
　2,217,897千円
　（13.5％）

■県支出金
　2,217,897千円
　（13.5％）

■町債
　1,148,905千円（7.0％）

■繰入金
　302,306千円
　（1.8％）

■地方交付税
　6,053,889千円
　（36.8％）

■地方交付税
　6,053,889千円
　（36.8％）

■国庫支出金
　3,215,713千円
　（19.5％）

■国庫支出金
　3,215,713千円
　（19.5％）

自主財源
3,121,993千円
19.0%

依存財源
13,329,860千円

81.0%

性質別経費

目的別経費

164億5,185万3千円

150億6,406万5千円

一般会計 歳入総額

一般会計 歳出総額

そ
の
他
を
見
る
と
、
町
税
は
固
定
資

産
税
の
増
収
等
を
受
け
７
，
１
５
７

万
１
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は

税
収
の
増
加
並
び
に
算
定
方
法
の
変

更
等
を
受
け
１
億
９
，
２
７
２
万
８

千
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳
出
】

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
扶
助
費
で
昨
年

度
実
施
し
た
非
課
税
世
帯
等
臨
時
特

別
給
付
金
給
付
事
業
や
子
育
て
世
帯

令和４年度

決算
問合せ先　総務課　☎72－1111

令和４年度　特別会計等決算　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
歳　　　入 歳　　　出

国 民 健 康 保 険 2,581,814 2,560,854

後 期 高 齢 者 医 療 286,034 283,469

介 護 保 険 3,156,806 2,948,523

国 民 宿 舎 9,583 5,962

簡 易 水 道 12,487 11,126

水 道 事 業
（収益的） 　365,508（収益的） 　333,134

（資本的） 　211,318（資本的） 　291,784

病 院 事 業
（収益的）1,196,317（収益的）1,065,339

（資本的） 　44,411（資本的）　　76,983

財政分析指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円、％）
区分 H30 R1 R2 R3 R4

地 方 債 現 在 高 8,587,138 8,266,464 8,104,114 8,417,089 8,688,772
基 金 残 高 2,558,335 2,623,859 2,465,473 2,597,284 3,361,781
う ち ふ る さ と
応 援 基 金 残 高 122,458 111,995 128,880 199,733 209,673

歳 入 総 額 14,540,558 14,132,987 16,066,522 17,383,304 16,451,853
歳 出 総 額 14,076,470 13,594,867 15,242,978 15,943,319 15,064,065
歳 入 歳 出 差 引 464,088 538,120 823,544 1,439,985 1,387,788
実 質 収 支 135,043 257,325 384,216 888,275 999,498
実 質 単 年 度 収 支 △ 470,702 165,211 △ 265,952 459,104 11,247
標 準 財 政 規 模 7,242,622 7,115,300 7,366,767 7,748,030 7,490,193
財 政 力 指 数 0.209 0.214 0.219 0.217 0.218
実 質 収 支 比 率 1.9 3.6 5.2 11.5 13.3
経 常 収 支 比 率 86.7 84.3 82.8 79.8 82.5
※ふるさと応援基金とは、ふるさと応援寄附金を積み立てたものです。

健全化判断比率と資金不足比率（単位：％）

区　　分
本町の
比 率

早期健全
化 基 準

財 政 再
生 基 準

実 質 赤 字 比 率 － 13.89 20.00
連結実質赤字比率 － 18.89 30.00
実質公債費比率 4.3 25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 2.1 350.00

公営企業におけ
る資金不足比率

本町の
比 率

経営健全
化 基 準

水 道 事 業 会 計 －

20.00
病 院 事 業 会 計 －
簡易水道特別会計 －
国民宿舎特別会計 －

　歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけ
の経費が投入されているかを見るものです。
　歳出決算を性質別に分類すると、義務的経費と任意的経
費に分けられ、任意的なものに投資的経費が含まれます。

※実質収支及び連結実質収支等が黒字である場
合はそれぞれの比率は「－」で表示されます。

※各会計決算書より

　令和４年度決算のあらましについてお知ら
せします。
　令和４年度一般会計の歳入総額は、164億
5,185 万３千円、歳出総額は150 億 6,406
万５千円でした。令和３年度と比較すると、歳
入は９億3,145万１千円の減（対前年比5.4％
減）、歳出は８億7,925万４千円の減（5.5％減）
となりました。

※一般会計決算書より

※一般会計決算書より
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